
第３表　地方別・用途別対前年平均変動率

(変動率：％)
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  地方別 変動率 変動率 地点数 変動率 変動率 地点数 変動率 変動率 地点数 変動率 変動率 地点数

北 海 道 地 方 0.2 △ 0.2 713  ----  ----  ---- 0.9 0.6 249 6.0 4.1 15

東 北 地 方 △ 0.3 △ 0.3 1,922 0.3 △ 0.1 27 0.4 0.4 616 0.9 0.9 133

関 東 地 方
（ 東 京 圏 を 除 く ）

△ 0.3 0.0 1,676 △ 0.2 △ 0.3 25 0.1 0.4 496 1.5 2.0 89

北 陸 地 方 △ 0.5 0.0 438 0.6 0.4 5 0.2 0.7 234 0.1 0.6 24

中 部 地 方
（名古屋圏を除く）

△ 0.4 △ 0.4 895  ----  ----  ---- 0.3 0.5 318 1.0 1.1 66

近 畿 地 方
（ 大 阪 圏 を 除 く ）

△ 0.4 △ 0.2 777 0.2 0.7 13 0.6 1.2 240 2.8 3.3 56

中 国 地 方 △ 0.3 △ 0.2 1,119 0.1 0.2 20 0.5 0.7 388 0.7 0.9 58

四 国 地 方 △ 0.9 △ 0.8 686 △ 0.4 △ 0.4 4 △ 0.8 △ 0.7 247 △ 0.2 △ 0.1 53

九 州 ・ 沖 縄 地 方 1.6 1.4 2,226 2.1 1.7 34 2.7 2.5 867 7.1 6.1 130

(注)

１．東京圏とは、首都圏整備法による既成市街地及び近郊整備地帯を含む市区町村の区域をいう。

２．大阪圏とは、近畿圏整備法による既成都市区域及び近郊整備区域を含む市町村の区域をいう。　　

３．名古屋圏とは、中部圏開発整備法による都市整備区域を含む市町村の区域をいう。

４. 北海道地方とは、北海道を、

　  東北地方とは、青森県、岩手県、宮城県、秋田県、山形県、福島県及び新潟県を、

　  関東地方とは、茨城県（東京圏を除く。）、栃木県、群馬県、埼玉県（東京圏を除く。）、

　  千葉県（東京圏を除く。）、東京都（東京圏を除く。）、神奈川県（東京圏を除く。）、山梨県及び長野県を、

　  北陸地方とは、富山県、石川県及び福井県を、

　  中部地方とは、岐阜県、静岡県、愛知県（名古屋圏を除く。）及び三重県（名古屋圏を除く。）を、

　  近畿地方とは、滋賀県、京都府（大阪圏を除く。）、兵庫県（大阪圏を除く。）及び和歌山県を、

　  中国地方とは、鳥取県、島根県、岡山県、広島県及び山口県を、

　  四国地方とは、徳島県、香川県、愛媛県及び高知県を、

　  九州・沖縄地方とは、福岡県、佐賀県、長崎県、熊本県、大分県、宮崎県、鹿児島県及び沖縄県をいう。

５．地点数は前年から継続している基準地の数である。


